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1. 一般仕様 
1.1 件名 
「地震起因火災を想定した火災進展解析」 
 
1.2 目的及び概要 
本仕様書は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」とい

う。）、原子力安全・防災研究所安全研究センター耐震・構造健全性評価研究グループ

が行う作業について記述するものである。 
本作業は、地震に付随する複合事象 PRA 手法の試験的な評価と地震起因の火災影

響の把握を目的とする。 
本作業では、主として、評価モデルの調査と地震を想定した火災進展解析を実施す

る。 
 
1.3 契約範囲 
1.3.1 契約範囲 
(1) 原子力発電所の火災進展評価に係る調査・整理 
(2) スイッチギア室におけるモーターコントロールセンター火災の改変 
(3) 基本解析 
(4) 感度解析 
(5) 報告書の作成 

 
1.3.2 契約範囲外 

なし 
 
1.4 納期 
 令和 9 年 1 月 29 日（金） 
 
1.5 納入場所及び納入条件 
1.5.1 納入場所 
  原子力機構 安全研究・防災支援部門 安全研究センター  

耐震・構造健全性評価研究グループ 
（原子力科学研究所 安全研究棟 西 417 号室） 
 

1.5.2 納入条件 
 持込渡し、郵送等 
 
1.6 検収条件 

1.7 で定める提出物が全て納入され、員数及び内容が本仕様書の記載事項に合致し

ている事を原子力機構が確認した時をもって、検収合格とする。 
 
1.7 提出物 
1.7.1 提出図書等 
(1) 工程管理表（予定記入版） 契約後速やかに 1部 

(2) 工程管理表（実績記入版） 納入時 1部 

(3) 作業報告書（MS Word文書） 納入時 1部 

(4) 打ち合わせ議事録 打ち合わせ後速やかに 1部 
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(5) (1～4)を格納した上記資料の電子媒体 (本作業で作成した入力を含む。) 

 納入時 1式 

(6)情報セキュリティ等に関する書面※契約後速やかに 1部 

(7) その他機構が必要とする書類 

※資本関係・役員の情報、委託事業の実施場所、委託事業従事者の所属・専門性(情

報セキュリティに係る資格・研修等)・実績及び国籍についての情報。なお、提出し

た内容に変更が生じた場合は、その都度提出すること。   

 
1.7.2 提出場所 

原子力科学研究所 安全研究棟 西 417 号室 
 

1.7.3 報告書 
報告書はワードプロセッサ (MS Word) 形式、A4 サイズとする。 
 

1.7.4 提出物に関する特記事項 
原子力機構は、1.6 に定める検収前においても、必要がある場合は製作目的物

の全部または一部を受注者と協議のうえ使用することができる。 
 

1.7.5 検査員及び監督員 
検査員：一般検査：管財担当課長 
監督員： 

(1) 技術検査：安全研究センター 耐震・構造健全性評価研究グループ 
グループリーダー 

(2) 技術検査：安全研究センター 耐震・構造健全性評価研究グループ 
研究員 

 
1.8 貸与品 
本作業の実施にあたり、原子力機構から受注者に以下のものを無償で貸与する。 
・ 本作業の実施にあたり原子力機構が必要と認めた資料及びデータ類 
 
なお、受注者はこれら貸与品を本作業の実施以外の目的には使用せず、また、本作

業終了時には、速やかに原子力機構に返却すること。 
 
1.9 機密保持 
受注者及び作業担当者は、本作業に関する情報を第 3 者に漏らしてはならない。 

 
1.10 グリーン購入法の推進 

(1) 本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に

関する法律）に適用する環境物品（事務用品、ＯＡ機器等）が発生する場合

は、これを採用するものとする。 
(2) 本仕様に定める提出図書（納入印刷物）については、グリーン購入法の基本方

針に定める「紙類」の基準を満たしたものであること。 
 
1.11 協議 
本作業を的確に実施するために、原子力機構および受注者は必要に応じ密接に協議

を行う。本仕様書に関して疑義が生じた場合、または仕様書に規定されていない事項

については、相互合意に基づき協議を実施する｡ 
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1.12 特記事項 
1.12.1 成果物の帰属等 
この業務により作成された目的物に係わる著作権その他この目的物の使用、収益及

び処分（複製、翻訳、翻案、変更、譲渡 貸与及び二次的著作物の利用を含む）に関す

る一切の権利は原子力機構に帰属するものとする。 
 

1.12.2 守秘義務 
 受注者は、本業務を実施することにより取得した各データ、技術情報、成果、その

他の全ての資料及び情報を発表もしくは公開すること、または、第三者に評価を受け

ることもしくは提供してはならない。 
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2. 技術仕様 
本作業は、地震に付随する複合事象 PRA 手法の試験的な評価と地震起因の火災影

響の把握を目的とする。 
本作業では、主として、評価モデルの調査と地震を想定した火災進展解析を実施す

る。 
(1) 原子力発電所の火災進展評価に係る調査・整理 
(2) スイッチギア室におけるモーターコントロールセンター火災の改変 
(3) 基本解析 
(4) 感度解析 
(5) 報告書の作成 
 

2.1 原子力発電所の火災進展評価に係る調査・整理 
原子力発電所の火災進展評価に係る報告書である NUREG-1934[1]のうち、

Appendix D について、評価の内容、前提条件、損傷判定基準、評価結果等を A4 で 2
枚程度に整理する。加えて、当該モデルを活用した先行研究である文献[2]及び[3]に
ついて、同じく A4 で 2 枚程度に整理する。なお、地震を前提とした火災を考慮すべ

き事項 (例えば、換気系が地震損傷する可能性等) についても上記文書内に整理する

こと。 
参考として、NUREG-1934 Appendix D に掲載されている体系を下図に示す。 
 

 
図. NUREG-1934 Appendix D の評価対象 [1] 

 
2.2 スイッチギア室におけるモーターコントロールセンター火災の改変 

2.1 にて調査したレポートの記載に基づき、火災進展解析コード FDS[4]の入力のう

ち、発火源である Moter Control Center について、高エネルギーアーク損傷 (HEAF) 
で発生したものに改変する。HEAF のモデル化は、NUREG-2262[5]の記載及びモデ

ルを参考とする。改変に際して、不足する情報については、原子力機構と協議の上、

決定する。 
 

2.3 基本解析 
2.2 で改変した FDS の入力ファイルを用いて、地震起因 HEAF を想定した火災進

展解析を行う。その結果について、NUREG-1934 のままの入力を用いた解析結果と

比較して、地震起因 HEAF を考慮したことによる火災影響の差異を下表のとおり整

理する。 
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表. 整理例 
損傷機器 損傷時刻 最高到達温度 

NUREG-
1934 

HEAF に

改変 
NUREG-
1934 

HEAFに改

変 
Cabinet ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 
Cable A ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 
Cable B ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 
Cable C ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

 
2.4 感度解析 

2.3 で実施した基本解析について、地震を想定して条件を変更した状態とした感度

解析として、換気系の損傷や劣化を想定したり、ケーブルの延焼状態や HEAF の発

生規模を変化させた条件での解析を約 20 件実施する。詳細は、原子力機構と協議の

上、決定する。 
 
2.5 報告書の作成 
本作業で行った内容を以下に従い報告書に取りまとめる。 

・ 報告書は、背表紙、および、表示を付けてファイリングする。 
・ CD-R または、DVD-R 等にもラベルを付けて、ファイリングに格納する。 
・ 報告書の内容については、指示された作業の途中経過がわかるようにグラフや図

表を用いて図表番号の対応関係をわかりやすくまとめるものとし、データの羅列

にならないように留意すること。 
・ 本作業の参考資料として原子力機構から貸与された図面や資料を参照できるよう

にするため、報告書に含め、納品時に報告書で作業内容を報告書 1 冊で全て確認

できるようにすること。 
・ 報告書には、契約期間内の打合せ等の議事録を含めること。 
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